
島根原子力発電所２号炉に関する
審査の概要

原子力規制庁

※ 本資料は、中国電力株式会社島根原子力発電所２号炉の新規制基準への適合性審査に係る審
査の概要を分かりやすく表現することを目的としているため、技術的な厳密性よりもできる限り平
易な記載としています。正確な審査内容及び審査結果については、審査書をご参照ください。
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1. はじめに

2. 設置変更許可申請に関する審査結果の概要

本日のご説明内容
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１．はじめに
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原子力規制委員会

「規制」と「利用」の分離、「規制」の一元化
透明性の高い情報公開
原子力規制の転換
→ これまでの基準を大幅に強化した新規制基準を策定

（２０１３年７月施行）
原子力防災体制の強化

原子力規制庁（事務局）

東京電力福島第一原子力発電所事故の反省を踏まえ、規制と利用の分
離を徹底し、独立した 「原子力規制委員会」を設置（２０１２年９月発足）

（１）原子力規制委員会について
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①地震により外部電源喪失
※原子炉停止後の冷却に必要な電源

②津波により所内電源喪失・破損
※外部電源が喪失した場合に必要な電源
※冷却に必要な海水ポンプの破損

海水ポンプ

+15m

使用済
燃料プール

防
波
堤

配
電
盤

蓄
電
池

非
常
用

発
電
機

⑦
水
素
爆
発

津
波
高
さ

③冷却停止

↓
④炉心損傷

↓
⑤水素発生

↓
⑥水素漏えい

（格納容器破損）

安全機能の
喪失による
重大事故の

進展

地震・津波な
どの要因によ
り複数の安全
機能が喪失

福島第一原子力発電所事故では、地震や津波などの要因により複数の安全機能が喪
失。
さらに、その後の重大事故（シビアアクシデント）の進展を食い止めることができなかった。

（安全機能）

（２）福島第一原子力発電所事故における教訓
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福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、重大事故（シビアアクシデント）の発生を防止
するための基準を強化するとともに、万一重大事故やテロが発生した場合に対処するため
の基準を新設。

炉心損傷防止対策
（複数の機器の故障を想定）

耐震・耐津波性能

従来の規制基準

重大事故の発生を
防止するための基準

（安全機能を維持し、
重大事故の発生を防止する対策）

電源の信頼性

自然現象に対する考慮

火災に対する考慮

耐震・耐津波性能

内部溢水に対する考慮（新設）

自然現象に対する考慮
（火山・竜巻・森林火災を新設）

火災に対する考慮

格納容器破損防止対策

意図的な航空機衝突への対応

放射性物質の拡散抑制対策

電源の信頼性

新規制基準

強
化

強
化
又
は
新
設

（重
大
事
故
対
策
）

新
設

その他の設備の性能

その他の設備の性能

新
設

一つの要因による

安全機能の一斉喪失
を防止

（重大事故発生防止）

万一重大事故が
発生しても対処で
きる設備・手順の
整備

テロや航空機
衝突への対応

（テ
ロ
対
策
）

（３）強化した新規制基準
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従来の要求範囲 新規制基準で新たに要求する対策の範囲

新規制基準では、重大事故（シビアアクシデント）を防止する対策の強化に加え、重大
事故の発生を想定した対策も要求

それでもなお、敷地外へ放射性物質が放出されるような事態になった場合を考え、さら
なる対策として、放射性物質の拡散をできるだけ「抑える」ための対策を要求

重
大
事
故
の
発
生
を
防
止

一
つ
の
要
因
（自
然
現
象
や
火
災
等
）に
よ
り

「
止
め
る
」「
冷
や
す
」「
閉
じ
込
め
る
」

が
複
数
失
わ
れ
る
こ
と
を
防
止
す
る
対
策

従
来
よ
り
一
部
強
化

（４）新規制基準で新たに要求した主な対策

常設設備で対応 可搬型設備も活用し、柔軟に対応
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起動

検
査
の
終
了

事
業
者
か
ら
の
申
請

○ 一体的審査の導入に
よる審査の効率化

○ 事業者の準備・対応
の状況も審査の進捗
に影響

検査
起動
前

検査
起動
後

新規制基準への適合性確認のためには、原子炉等規制法に基づき、設置変更許可、
設計及び工事計画認可、保安規定変更認可、使用前事業者検査等の手続きが必要
新規制基準適合性審査では、これら許認可に係る事業者からの申請を同時期に受
け付け、同時並行的に審査を実施

今回、島根原子力発電所２号炉の新規制基準適合性審査の「設置変更許可」に関す
る審査が終了。
今後、中国電力による「設計及び工事計画認可」及び「保安規定変更認可」に関する
補正申請の状況に応じて、これらの審査を行うこととなる。

現在

（５）原子炉等規制法に基づく発電用原子炉施設に係る規制

設計及び工事計画認可（設工認）
（機器等の詳細設計）

保安規定変更認可
（運用ルール）

設置変更許可
(基本的な設計方針)

審
査
終
了
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平成25年 7月 8日：新規制基準施行

平成25年12月25日：中国電力が設置変更許可申請書、工事計画認可申請書及び保安規定

の変更認可申請書を提出

平成26年1月16日～ 審査会合での審査（原子力規制委員、規制庁審査官）

※184回の審査会合と10回の現地調査等を実施

※564回のヒアリングを実施

令和 3年 6月23日：設置変更許可に係る審査の結果の案をとりまとめ

令和 3年 6月24日～ 7月23日：審査書（案）に対する科学的・技術的意見を募集

令和 3年 9月15日：審査書を原子力規制委員会で了承し、設置変更許可

※審査書全文は原子力規制委員会ホームページに掲載しています。

「設置変更許可 審査書」： https://www.nsr.go.jp/data/000365227.pdf

（６）島根原子力発電所２号炉の審査の経緯
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２．設置変更許可申請に関する
審査結果の概要
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新規制基準で新たに要求した主な対策

従来の要求範囲 新規制基準で新たに要求する対策の範囲

新規制基準では、重大事故（シビアアクシデント）を防止する対策の強化に加え、重大
事故の発生を想定した対策も要求。

それでもなお、敷地外へ放射性物質が放出されるような事態になった場合を考え、さら
なる対策として、放射性物質の拡散をできるだけ「抑える」ための対策を要求。
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（１）重大事故の発生を防止するための対策
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一つの要因により
複数の安全機能（「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」）が

同時に失われないような対策

自然現象の想定の見直しと
対策の強化

〇地盤、基準地震動、基準津波

〇火山、外部火災 等

その他の要因の考慮と
対策の強化

〇内部火災、内部溢水（いっす
い） 等

（１）①重大事故の発生を防止する対策について（自然現象）
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耐震重要施設等は、「将来活動する可能性のある断層等」が地表に露出していないこと
を確認した地盤に設置しなければならない。（左下図）

「将来活動する可能性のある断層等」は、後期更新世以降（約12～13万年前以降）の活
動が否定できないものをいう。断層の活動性評価に当たっては、断層の上に分布する
地層（上載地層）の堆積年代が約12～13万年前より古いかどうか、また、上載地層に断
層活動による変位や変形があるか否かについて確認する。（右下図）

【断層活動による地盤の変位（ずれ）】

(「実用発電用原子炉に係る新規制基準の考え方について」から一部抜粋 <http://www.nsr.go.jp/data/000155788.pdf>)

上載地層に断層活動による変位や変形がなければ、
「将来活動する可能性のある断層等」ではないと評価

【上載地層による断層の活動性評価】

(「実用発電用原子炉及び核燃料施設等に係る新規制基準について（概要）」
から一部抜粋・加筆 <http://www.nsr.go.jp/data/000070101.pdf>)

地盤の変位と断層の活動性評価について地盤の変位と断層の活動性評価について

約１２～１３万年前
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【要求事項】
耐震重要施設は、将来活動する可能性のある断層等の露頭が無いことを確認した地盤に設置する。

地盤の変位

• 敷地には、地層を切るような断層は
認められない。

• 過去に変位した21条のシーム（地層と
平行する面がすべる断層）について、
活動性を評価した（最も連続性が高い
B23シームを対象）。

• 中期中新世～後期中新世（約1,000万
年前）に生成した鉱物脈がシームに
よって変位・変形を受けていないこと
から、当該シームは「将来活動する可
能性のある断層等」には該当しないと
評価。

＜審査書 P.45-48＞

２号炉
原子炉建物

B23シーム

シーム分布水平断面図（２号炉原子炉建屋周辺）

B23シームの
せん断面鉱物脈

（濁沸石）

B23シームと鉱物

脈との関係を示す
薄片写真の例

地盤（地盤の変位）地盤（地盤の変位）

(中国電力（株）島根原子力発電所２号炉審査資料 審査取りまとめ資料 （令和3年6月18日）から一部抜粋・加筆 <https://www2.nsr.go.jp/data/000356574.pdf>)
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一般に、地震による地盤の揺れ（地震動）は、震源においてどのような破壊が起こった
か（震源の特性）、生じた地震波がどのように伝わってきたか（地震波伝播の特性）及び
対象地点近傍の地盤構造によって地震波がどのような影響を受けたか（地盤増幅の特
性）という三つの特性によって決定される。

【地震動評価の３要素】

Ｎ
ＳＷ

Ｅ

４．地震動

３．地盤増幅の特性 ←（地盤の硬さ・軟らかさ）

←（地震モーメントや応力降下量）１．震源の特性

２．地震波伝播の特性 ←（震源からの距離）

活断層

(「実用発電用原子炉に係る新規制基準の考え方について」から一部抜粋・加筆 <http://www.nsr.go.jp/data/000155788.pdf>)

地震動評価について地震動評価について

今回の審査で
重点的に確認
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敷地周辺における活断層の分布と被害地震の震央分布

凡 例
：検討用地震として選定された地震の断層

：

島根原子力発電所

検討用地震は、地質調査結果等に
基づき、敷地に大きな影響を与える
と予想される地震として、以下の２地
震を選定。
・宍道断層による地震
・Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断

層による地震

【要求事項】
震源として考慮する活断層の評価に当たっては、文献調査、変動地形学的調査、地質調査等の結
果を総合的に評価し、活断層の位置、形状、活動性等を明らかにする。
「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、内陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレー
ト内地震について、検討用地震を複数選定し、不確かさを十分に考慮して応答スペクトルに基づく地
震動評価及び断層モデルを用いた手法による地震動評価を行う。

＜審査書 P.15-21＞

(中国電力（株）島根原子力発電所発電用原子炉設置変更許可申請書（一部補正）
（令和3年5月10日）から一部抜粋・加筆 <https://www.nsr.go.jp/data/000351176.pdf>)

基準地震動（敷地ごとに震源を特定して策定する地震動）基準地震動（敷地ごとに震源を特定して策定する地震動）

各種の調査結果に基づき、「震源と
して考慮する活断層」として右図のと
おり抽出し、活断層の位置、形状等
を評価。

震源として考慮する活断層の抽出

検討用地震の選定
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古浦

下宇部尾東

上本庄町
女島

[西端]
女島

宍道断層の評価長さ：約39km

[東端]
美保関町東方

沖合い

下宇部尾東

申請時の評価長さ：約22km

美
保
関
町
東
方
沖
合
い

古浦西方
の西側

N
o
.3

.5
測

線

：宍道断層（約39km） （当社評価）
：地震調査研究推進本部（2016a） における宍道（鹿島）断層
：地震調査研究推進本部（2016a） における活断層の可能性のある構造（P1）
：今泉ほか編（2018）における宍道（鹿島）断層

島根原子力発電所と
宍道断層との距離：約２km

島根原子力発電所

活断層の可能性のある構造（P1）

申請時は断層長さ約22㎞としていたが、規制委員会の指摘を踏まえた追加調査等
の結果、西端及び東端を以下のとおり見直し、断層長さ約39㎞と再評価。

宍道断層の評価

(中国電力（株）島根原子力発電所２号炉審査資料 第９７２回審査会合資料（令和3年4月30日）から一部抜粋・加筆 <https://www2.nsr.go.jp/data/000350345.pdf>)

こ う ら め し ま

• 西端 ：古浦西方の西側 ⇒ 女島（古浦西方の西側より西方約3km）
• し も う べ お み ほ の せ き ちょ う

• 東端 ：下宇部尾東 ⇒ 美保関町東方沖合い（下宇部尾東より東方約14km）

＜審査書 P.16-19＞

宍道湖 中海

日本海

基準地震動（震源として考慮する活断層）基準地震動（震源として考慮する活断層）
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【要求事項】
基準地震動は、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構造、地盤構
造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定することが適切なものを策定する。

＜審査書 P.28-29＞基準地震動の加速度時刻歴波形

600cm/s2→820cm/s2
に見直し

586cm/s2→777cm/s2
に見直し

585cm/s2→620cm/s2
に見直し

申請時から追加

(中国電力（株）島根原子力発電所２号炉審査資料 審査取りまとめ資料（令和3年6月18日）から一部抜粋・加筆 <https://www2.nsr.go.jp/data/000356567.pdf >)

基準地震動（加速度時刻歴波形）基準地震動（加速度時刻歴波形）

※表中のグラフは、解放基盤表面（標高-10m）の位置における各基準地震動の加速度時刻歴波形［縦軸：加速度（ｃｍ/s2)，横軸：時間（ｓ）］
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【要求事項】

事故等の発生、拡大を防ぐために必要な施設は、地震力に十分に耐える設計にする。
このうち特に耐震性が求められるＳクラス等の重要な施設は、基準地震動でもその機能
が損なわれない設計にする。

発電所の施設・設備を耐震重要度に
応じて、Sクラス、Bクラス及びCクラス
に分類し、クラスに応じて適用する地
震力に対して十分に耐え、安全機能
が損なわれないように設計する方針。

耐震重要施設（Ｓクラス）は、基準地
震動による地震力に対して安全機能
が維持できるように設計する方針。

津波から重要な設備を守る津波防護
施設、浸水防止設備等についても、
基準地震動による地震力に対して機
能が維持できるように設計する方針。

出典：島根原子力発電所2号機の新規制基準適合性審査に関する現地調査説明ポイント集（Cグループ）（2018年11月15日・16日）から一部抜粋・加筆
<https://www2.nsr.go.jp/data/000258564.pdf>

耐震設計方針耐震設計方針

原子炉建物耐震補強工事状況
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耐震設計方針耐震設計方針

水平２方向と鉛直方向のゆれ
を同時に吸収する制震装置

（三軸粘性ダンパ）

出典：発電用原子炉設置変更許可申請の補正書及び補足説明資料（2021年6月17日）から一部抜粋・加筆<https://www.nsr.go.jp/data/000356165.pdf>

基準地震動の増大に伴い、耐震性を確保するため広範囲の補強が必要となることから、
従来型の支持構造物を設置するほか、水平２方向と鉛直方向のゆれを同時に吸収する
制震装置（三軸粘性ダンパ）を設置。

国内の原子力発電所での三軸粘性ダンパの適用実績がないため、三軸粘性ダンパを設
置した配管の加振試験を実施し、十分な性能があることを確認。

三軸粘性ダンパを設置した配管の加振試験

三軸粘性ダンパ

配管
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【要求事項】

基準津波は、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、波源海域から敷地周辺までの海底地形、
地質構造及び地震活動性等の地震学的見地から想定することが適切なものを策定する。

地震に伴う津波評価 ＜審査書 P.52-57＞

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ
断層による地震に伴う津波の波
源モデル

日本海東縁部に想定される地震
による津波（2領域連動モデル）
の波源モデル

日本海東縁部に想定される地震
による津波（鳥取県モデル）の
波源モデル

(中国電力（株）島根原子力発電所２号炉審査資料 第９７２回審査会合資料
（令和3年4月30日）から一部抜粋・加筆 <https://www2.nsr.go.jp/data/000350671.pdf>)

基準津波基準津波

発電所に大きな影響を及ぼすと考えら
れる以下の二つの波源を選定。

◯敷地周辺の海域活断層（Ｆ－Ⅲ断層＋
Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層）から想定され
る地震に伴う津波

◯日本海東縁部に想定される地震による
津波

・敷地への影響が大きい地震発生領域
の連動を考慮した波源モデルを設定。

・これに加え、安全側の評価を実施す
る観点から、鳥取県（2012）の波源モ
デルも選定。

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層
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基準津波の策定 ＜審査書 P.59-61＞

【上昇側の基準津波】
・基準津波１：日本海東縁部に想定される地震による津波（鳥取県モデル）の波源モデル（防波堤有り、防波堤無し）
・基準津波２：日本海東縁部に想定される地震による津波（２領域連動モデル）の波源モデル（防波堤有り）
・基準津波５：日本海東縁部に想定される地震による津波（２領域連動モデル）の波源モデル（防波堤無し）

【下降側の基準津波】
・基準津波１：日本海東縁部に想定される地震による津波（鳥取県モデル）の波源モデル（防波堤有り、防波堤無し）
・基準津波３：日本海東縁部に想定される地震による津波（２領域連動モデル）の波源モデル（防波堤有り）
・基準津波４：Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震に伴う津波の波源モデル（防波堤有り、防波堤無し）
・基準津波６：日本海東縁部に想定される地震による津波（２領域連動モデル）の波源モデル（防波堤無し）

地震による津波、地震以外の要因による津波及びそれらの組合せによる津波について
検討した結果、以下の６つの基準津波を策定。
基準津波は、敷地周辺の津波堆積物の調査結果から推定される過去の津波高及び浸
水域を上回っていることを確認。

(中国電力（株）島根原子力発電所２号炉審査資料 第９７２回審査会合資料
（令和3年4月30日）から一部抜粋・加筆 <https://www2.nsr.go.jp/data/000350671.pdf>)

基準津波基準津波
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【要求事項】
基準津波に対して発電所の安全性を確保する機能が損なわれない設計にする。

出典：発電用原子炉設置変更許可申請の補正書及び補足説明資料（2021年6月17日）から一部抜粋・加筆<https://www.nsr.go.jp/data/000356169.pdf>

耐津波設計方針耐津波設計方針

敷地への遡上波の到達、流入
を防止するため、防護対象と
する施設が設置された敷地の
前面に津波防護施設（防波壁
及び防波壁通路防波扉）を設
置。

取水路、放水路等の開口部か
らの津波の流入を防止するた
め、津波防護施設（1号炉取水
槽流路縮小工）及び浸水防止
設備（防水壁、水密扉等）を設
置。

津波防護施設等は津波や地
震に対して、機能が維持でき
るように設計する方針。

敷地の特性に応じた津波防護の概要

：設計基準対象施設の津
波防護対象設備を内包
する建物・区画

：ＥＬ.＋6.5m盤
：ＥＬ.＋8.5m盤
：ＥＬ.＋15.0m盤
：ＥＬ.＋44.0m盤
：ＥＬ.＋50.0m盤

ＥＬ.＋6.5m

ＥＬ.＋8.5m

原子炉建物

制御室建物

廃棄物処理建物

ＥＬ.＋44.0m

ＥＬ.＋15.0m

ＥＬ.＋50.0m

タービン建物

排気筒

防波壁 防波壁通路防波扉

1号炉取水槽流路縮小工

：津波防護施設



23

耐津波設計方針（防波壁）耐津波設計方針（防波壁）

出典：発電用原子炉設置変更許可申請の補正書及び補足説明資料（2021年6月17日）から一部抜粋・加筆< https://www.nsr.go.jp/data/000356188.pdf >

防波壁として、多重鋼管杭式擁壁、逆Ｔ擁壁及び波返重力擁壁の3種類を設置し、地震
や津波に対して津波防護機能が維持できるように設計する方針。

多重鋼管杭式擁壁

逆Ｔ擁壁

波返重力擁壁（岩盤部）

防波壁の位置図

防波壁(逆Ｔ擁壁)

※防波壁（逆Ｔ擁壁）は、
鋼管杭の効果を期待し
なくても、耐震・耐津波
安全性を担保している。

※防波壁（波返重力
擁壁）は、グラウンドア
ンカーの効果を期待し
なくても、耐震・耐津波
安全性を担保している。

既設ケーソン

入力津波高さ
EL. +11.9m
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耐津波設計方針（防波壁）耐津波設計方針（防波壁）

出典：発電用原子炉設置変更許可申請の補正書及び補足説明資料（2021年6月17日）から一部抜粋・加筆< https://www.nsr.go.jp/data/000356188.pdf >

防波壁（波返重力擁壁）は、既存の土台（ケーソン）を活用し、地震や津波に対して津波
防護機能が維持できるように設計する方針。

既存の土台については、中詰材※ を改良固化する耐震補強対策を行い、地震や津波に
耐えられる構造とする方針。

現状の土台の構造 耐震補強後の土台の構造

海 側 陸 側

中詰材
改良範囲

中詰材改良の施工イメージ

津波

既存の土台（ケーソン）

重力擁壁

変更後

※中詰材：銅の精錬過程で発生する砂状の物質

海側

陸側

中詰材
海側

中詰コンクリート

陸側
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島根原子力発電所

三瓶山

三瓶山の敷地周辺の降灰層厚を踏まえた検討

凡 例

三瓶山

島根原子力発電所

町田・新井(2011)による
等層厚線

Maruyama et al.(2020)による
SUk-Lの分布域

Maruyama et al.(2020)による
SUk-Uの分布域

降下火砕物（火山灰）の分布状況、降下火砕物

シミュレーション結果、三瓶浮布テフラの50cm等

層厚線から総合的に判断し、敷地における降下

火砕物の最大層厚を申請時の2cmから56cmへ

見直し。

原子力発電所に影響を及ぼし得る火山として敷

地から半径160km以内の24火山を抽出し、火砕

物密度流、溶岩流等の火山現象の影響評価を

行った結果、十分な離隔距離があり敷地に到達

しないこと等から、本発電所に影響を及ぼす可

能性は十分に小さいと評価。

【要求事項】
火山事象が発生した場合においても安全施設の安全機能が損なわれないように設計する。

火山活動に関する個別評価（設計対応不可能な火山事象）

火山事象の影響評価（降下火砕物の影響評価）

火山灰に対する設計方針

火山灰が56cm堆積しても、建物や設備は耐え
ることが可能な設計とする。
火山灰が施設の内部に入り込まないようにフィ
ルタを設置する。

外部からの損傷の防止（火山事象）外部からの損傷の防止（火山事象）

(中国電力（株）島根原子力発電所２号炉審査資料 第９７２回審査会合資料
（令和3年4月30日）から一部抜粋・加筆 <https://www2.nsr.go.jp/data/000350673.pdf>)

＜審査書 P.97-98＞

＜審査書 P.98-101＞
敷地から半径160km以内の第四紀火山の位置図

隠岐島後

シゲグリ

大根島和久羅山

横田火山群

大山

北条八幡

倉吉

三朝

槇原 郡家 佐坊

扇ノ山
美方火山群

神鍋火山群

上佐野・目坂

大屋・轟

三瓶山

森田山

大江高山

川本
女亀山

島根原子力発電所

照来

160km

蒜山
三瓶山

大山

さ ん べ う き ぬ の

Ａ 完新世に活動があった火山（活火山）

Ｂ
最大活動休止期間が不明な火山
（単成火山を含む）

Ｃ
最新活動からの経過時間が最大活動
休止期間よりも短い火山

最新活動からの経過時間が最大活動
休止期間よりも長い火山
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【要求事項】

原子力発電所の敷地外で発生する森林火災及び近隣の産業施設（工場、コンビナート等）による火災・
爆発により、発電用原子炉施設の安全機能が損なわれないこと。

森林火災については、発火点を敷地
周辺10km以内に設定し、もっとも厳し
い気象条件や風向き等を設定して評
価しても、安全機能が損なわれない
措置を講じることを確認。

• 必要な防火帯幅19.5ｍに対し、

約21ｍの幅の防火帯の設置によ

る延焼防止対策

• 火災による熱に対する防護設計

• 火災によるばい煙に対する防護

設計 （フィルタ等の設置）

近隣の産業施設の火災影響につい

ては、発電所敷地外の半径10km以

内に石油コンビナート等に相当する

施設はないとしていることを確認。

防火帯位置

出典：発電用原子炉設置変更許可申請の補正書及び補足説明資料（2021年6月17日）から
一部抜粋<https://www.nsr.go.jp/data/000356208.pdf>

外部火災対策外部火災対策



27

一つの要因により
複数の安全機能（「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」）が

同時に失われないような対策

自然現象の想定の見直しと
対策の強化

〇地盤、基準地震動、基準津波

〇火山、外部火災 等

その他の要因の考慮と
対策の強化

〇内部火災、内部溢水（いっす
い） 等

（１）②重大事故の発生を防止する対策について（火災、溢水等）
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以下の対策により基準に適合していることを確認。

内部火災対策内部火災対策

火災を発生させないように、不燃材料な
どを採用し、可燃物である油を多く含む
ような変圧器は建屋の中に設置しない
などの対策を実施。

火災が発生しても早期に感知・消火で
きるように、異なる種類の感知器を組み
合わせて設置し、消火設備には多重性
又は多様性を考慮。

火災による影響を考慮しても、互いに異
なる系統を分離すること（３時間耐火壁
（火にさらされても３時間耐える壁）等）
により、多重化された系統が同時に機
能を喪失することがないように設計する
ことを確認。

出典：第720回新規制基準適合性審査会合資料（2019年5月30日）から一部抜粋
<https://www.nsr.go.jp/data/000271512.pdf>

特徴的な火災区画の火災防護対策（ケーブル処理室）
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内部溢水（いっすい）対策内部溢水（いっすい）対策

出典：発電用原子炉設置変更許可申請の補正書及び補足説明資料（2021年6月17日）から一部抜粋<https://www.nsr.go.jp/data/000356227.pdf>

堰（例）水密扉（例） 貫通部の止水（例）

以下の対策により基準に適合していることを確認。

地震で機器が破損すること等により溢水が発生しても、内部溢水の流入防止対策等より、

設備の安全機能が損なわれない設計とする。

• 没水（床に溜まった水の水位が上がり設備が沈むこと）しない高さに設備を設置。

• 被水（設備に水がかかること）により、安全機能が損なわれる場合には、設備にカ

バーを取付けて防護。

• 蒸気（設備が蒸気にさらされること）により、安全機能が損なわれる場合には、蒸気へ

の耐性を有する設備への取替え。

【内部溢水の流入防止対策の例】
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①外部電源

②非常用電源

③全交流動力電源喪失時の対策

交流電源設備 【新設】
・常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機）計２台（予備１台）
・可搬型代替交流電源設備（高圧発電機車） 計７台（予備１台）

非常用電源設備は、非常用ディーゼル発電機2台及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機1台
の計３台設置し、３台のうち１台が故障しても安全を確保するために必要な電力を供給可能な設
計とする。【既設】

燃料貯蔵タンクは、非常用ディーゼル発電機等が７日間分以上の連続運転可能な容量を有する
設計とする。【強化】

外部から電力供給を受ける送電線は、いずれか２回線が
喪失しても受電可能なように２２０ｋＶ２回線と６６ｋＶ１回線
で構成する。
これらの送電線は、一つの変電所又は開閉所に連系しな
い独立した設計とする。
これらの送電線が１つの送電鉄塔に設置されない物理的
に分離した設計とする。

直流電源設備 【強化】
全交流動力電源喪失時でも２４時間にわたり事故の対応に必要な直流電源を確保するため、常設の蓄電池、可
搬型の代替直流電源設備（高圧発電機車等）等を整備

出典：発電用原子炉設置変更許可申請の補正書及び補足説明資料（2021年6月17日）から一部抜粋<https://www.nsr.go.jp/data/000356272.pdf>

電源の強化電源の強化

【強化】

ガスタービン発電機 高圧発電機車


